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川内原発１号炉２号炉の設置変更許可申請書に関する 

審査書案に対するパブリックコメント 私の提出意見書 

 

１．全般的事項 

原発の新規制基準がそもそもおかしく、再稼働優先の甘い基準にすぎないため、新規

制基準に「適合」しても原発・核燃料施設の安全は確保されない。これは田中俊一原

子力規制委員長自身が自ら認めていることである。ならば、何のための規制であり審

査なのか。 

 

特に、原発の安全確保上、必要不可欠であると言われている特定重大事故対処設備や、

フィルター付きベント装置、あるいは、免震重要棟や、頑丈で十分に背丈の高い防潮

堤などの設置が、最大で 5 年も先送り＝猶予されており、こうした状態下での再稼働

などは絶対に認めてはならないものと判断される（予定とされているものが、必ずそ

の予定日程で完成するかどうかも怪しい）。 

 

更に、たかだか原子炉内の核反応で出てくる熱を利用して湯を沸かし、それを使って

タービンを回して発電をしているだけの、いわば前近代的重厚長大施設にすぎない原

発の規制に関する用語・言葉が、何故にかくもわかりにくいのか。もったいぶった文

章を書かずに、一般の有権者・国民が読んでもわかる表現を使って書いていただきた

い。大した内容でもないことを、わざと妙な言葉や用語を使って、わかりにくく書か

ないでいただきたい。言葉の難解さと内容のお粗末さは正比例しているのではないか。 

 

「科学的技術的判断と無関係な場合にはご意見としては取り扱わない」とはどういう

ことか。有権者・国民は全員が科学者や技術者ではない。それを承知でこういうこと

を書いているということは、原子力規制委員会や規制庁は、広く有権者・国民の意見

や声を聞いて、それを規制に反映させる意思がありませんというに等しい、無礼かつ

背信的な態度である。また、原発の安全性や稼働に関する問題は、科学的技術的なこ

とや原発施設のハード面の問題に限られず、社会的な問題や倫理的な問題なども含め

て多面性を持つ。原子力に関する規制は、これらを網羅することによって初めて可能

となるにもかかわらず、その態度は何だ。深謝した上で撤回せよ。撤回しないのなら

全員辞任せよ。 

 

（たとえば、原発管理のソフト面について言えば、原発事故対策の一環で、少なくと

も各原子炉 1 基に対して 1 人以上の原子炉主任技術者を配置し、役割の明確化や資格

要件などを整備すべきではないのか。福島第 1 原発では、各原子炉の緊急時対策要員

が不十分で、誰が各号機の原子炉や施設・設備に責任を持って判断するのか不明確で、
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かつ原子炉主任技術者が複数の原子炉を兼務していたようなことも伝え聞いている。

ハード面だけに注力するのではなく、原発の管理・運営に対する責任ある体制の整備

も必要不可欠のはずだ） 

 

また、これまでもそうだったが、原子力規制委員会・規制庁が行うパブリックコメン

トは、提出された国民各層・各位の意見や提案などについて、公開の場で十分に、か

つ慎重に検討され、また、必要に応じて意見交換がなされる等の、パブリックコメン

トの主旨を生かす試みが皆無の状態である。形だけやっているような、魂の入らない

パブリックコメントではだめだ。 

 

本来は、発電用原子炉設置変更許可申請書の審査書のみならず、工事許可書や保安規

定なども審査・見直しの上で、セットで公開され、パブリックコメントに付されるべ

きものである。何故に、設置変更許可申請書の審査だけを先行させ、拙速の度合いを

高めるようなことをするのか。 

 

福島第 1 原発事故の原因や経過についての検証が全く不十分である。ここには書きき

れないが、福島第 1 原発事故をめぐっては、未解明のことが多く、それらが従来の原

発の安全性を大きく脅かす可能性を持っている。たとえば津波による壊滅的な打撃を

受ける前の段階で、原発機器類の（一部）破損によって深刻な事態に陥っていなかっ

たのかどうかも含め、そうしたことを丁寧に、詳細に調査・検証しないままの新規制

基準や原発再稼働審査は、必然的に次の過酷事故につながっていくものと思料される。

また、原子炉や原発施設のハード面での規制のみならず、原発が危機的状況に陥った

際の人的な対応状況に関する検証や、周辺住民の避難や被ばく防護の対応などについ

ても、まだまだ検証や反省が不十分のまま放置されている。川内原発の再稼働の審査

など、できるはずもない。 

 

設計基準では、単一の故障やトラブルしか考慮しない旧来の基準を踏襲して、この川

内原発の再稼働審査を行っている。大問題である。スリーマイル島原発事故を見ても、

チェルノブイリ原発事故を見ても、また、福島第 1 原発事故を見ても、多重の同時多

発故障やトラブルを前提とした設計基準がどうしても必要であり、そのためには、過

酷事故対策を「外付け」で、プラスアルファのように規制するのではなく、原発施設

及び原子炉そのものの設計基準にまで立ち入って、一から原子炉を全部見直すスタン

スで規制し、審査していかねばならないはずである。しかし実際には、旧態依然で非

現実的な単一故障の基準のみで設計基準レベルの安全規制がなされ、それを超えるも

のは、圧力容器が破壊されることを前提にした、プラスアルファとしての過酷事故対

策に押し付けられている。これでは、原発の安全は確保できない。 
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原子炉の老朽化について、十分な考慮やチェックがなされていない。高経年化技術評

価が未了のまま、審査書案にＯＫが出され、新規制基準ができた時と同じように、拙

速に次ぐ拙速状態となっている。原発の老朽化は、それ自体で重大な安全上の危機で

あり、徹底した審査・検査が望まれるのは言うまでもない（例：川内原発 1 号機では、

主給水系配管の疲労累積係数が０．８５８、主蒸気系配管の疲労累積係数が０．８８

１と、いずれも、ほとんど余裕のない状態となっている。このような老朽化し脆化し

た原発・原子炉は廃炉にしなければならない）。また、川内原発の場合には、長期間停

止していた原発を再稼働することにもなるので、その点についても、より厳重な規制

を掛けてチェックすべきである。 

 

原子力規制委員会・規制庁や国が、立地及びその周辺自治体に丸投げした地域防災計

画＝原発・核燃料施設過酷事故時の地域住民の避難計画や放射線被曝防護計画が実効

性を持たず、「絵に描いた餅」のまま放置され、無視されて、原発再稼働がゴリ押しさ

れている。これは国際原子力機関（ＩＡＥＡ）でさえもが提唱している「多重防護」

「深層防護」の５層にわたる多重的な安全対策という考え方にも反する軽率で無責任

な態度である。田中俊一原子力規制委員長は「権限がない」などと言い逃れをしてい

るが、そんなことはない。嘘までついて立地地域住民や国民の安全を守らないとはい

かなることぞ。 

 

注：ＩＡＥＡの「多重防護」＝「異常の発生防止」「異常の拡大防止」「過酷事故への

進展防止」「過酷事故対策」「防災対策」の「５層の対策」 

 

立地地元との原発再稼働の合意と言った時の、「地元」の範囲が不明確である。川内原

発の場合、仮に３０ｋｍ圏内とした場合には９つの自治体が入るし、福島第１原発事

故の教訓から鑑みれば、３０ｋｍ圏内では狭すぎる。地元合意取り付けの対象外とさ

れた自治体は、いわば過酷事故時などの原発被害だけが押し付けられる格好となり、

理不尽極まりない。 

 

また、立地地域との関係で申し上げれば、従来、安全規制の最上位にあった「立地評

価指針」が合理的な説明もないままに、なし崩し的に廃止されてしまい、放射性セシ

ウムのみによる大量の被ばく量を代替規制基準として用いるなど、原発立地地域住民

の命と健康を二の次にしたような規制方針をとっていることは許されないことである。

このことについては、原子力規制委員会・規制庁内でも十分に検討がなされて決めら

れたことでもないので、更に問題である。直ちに、批判的な論者も入れた委員会をつ

くり、この「立地評価問題」の審議を開始していただきたい。 
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政府（安倍晋三自民党政権）は「原子力規制委員会が責任を持って安全かどうかをチ

ェックし、その判断にゆだねる＝安全かどうかは国は判断しない。安全という結論が

出れば立地自治体の理解をいただきながら再稼働を進めていく、個々の再稼働は事業

者の電力会社の判断で決めることだ」と言い、他方で田中俊一原子力規制委員長は「審

査をクリアしても安全だとは私は言わない。これで人知を尽くしたとは言い切れない。

再稼働の判断にはかかわらない。再稼働は事業者、地域住民、政府の合意でなされる」

と言い返す。立地自治体は立地自治体で「原発再稼働とその安全確保は（原子力規制

委員会を含む）政府の責任である」と突き放す。いったいどうなっているのか。責任

は取りたくないが、原発・核燃料施設は再稼働させたい人間達が、責任のなすりつけ

合いをしていると言う他ない。原子力規制委員長が「安全とは言わない」というのだ

から、「安全は確認されておらず」、従ってまた、「再稼働はできない」はずである。 

 

２．基準地震動 

「九電は震源を特定した場合の基準地震動を最大加速度５４０ガル、震源を特定しな

い場合を同６２０ガルとした。最新の知見を踏まえて想定しており、新規制基準に適

合している。」などとしているが、大飯原発差止裁判の福井地裁判決文を読んだのか。

活断層などないと言われていたところを震源とした岩手宮城内陸地震（２００８年）

では４０００ガルもの最大加速度が観測されている（川内原発の基準地震動評価のベ

ースに換算すると１５００～２０００ガル程度）。安全バッファを考慮すれば、５４０

ガルだの、６２０ガルだの、ゼロが一つ足りない＝一桁違う過小評価としか言いよう

がない。こんな原発は大地震に見舞われれば、たちまちアウトなのは目に見えている。 

 

基準地震動を評価する際、入倉・三宅式（海外の地震データなどがベース）と武村式

（日本の地震データがベース）の２つがあり、後者の方がより危険度を大きく見てい

るのであれば、安全性の観点から後者、つまり武村式を使って、より厳しく基準地震

動を決めるのが本来の在り方ではないのか。しかし、実際には、評価が甘い方を選択

して、基準地震動の過小評価をしてしまっている。こういうことをしているから、こ

こ 20 年くらいの間に、上回ることはまずないと言われた基準地震動を上回る実際の地

震の揺れが、日本各地の原発を襲っているのだ。基準地震動の評価をやり直せ。 

 

３．地盤 

「川内原発に分布する断層は新第三紀鮮新世以降の活動がなく、地盤は原子炉建屋な

どを十分に支持でき、新基準に適合している。」などと言っているようだが、川内原発

立地地域は、日本最大の活断層「中央構造線」の西端にあり、ひとたび地層が動けば、

とてつもない規模の大地震が予想される地域である。数年前にもそれを予想させるか
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のごとくＭ６クラスの地震が同原発を襲っている。また、ついこの間も、川内原発の

すぐそばで、これまで知られていなかった活断層らしきものが発見されたばかりであ

る。それについてのまともな調査や評価もせず、昨今、九州電力は、その新発見の活

断層の地表部分を人工芝で覆って、見えなくしてしまったというではないか。何をし

ているのか。更にまた、政府の地震調査委員会報告書では、九州電力の活断層や地震

評価が出鱈目であると厳しく指摘されている。 

 

４．基準津波 

「遡上高さは最高で約６ｍとなる。津波が到達する可能性のある海水ポンプエリア（海

抜５ｍ）に防護壁を設置する方針で、新基準に適合している。」などと言っているが、

たった６ｍ程度の津波が、何故、想定される最大津波なのか。背の高い防潮堤を建設

すれば費用が膨大にかかるので、これくらいの費用で防潮堤を造ったら、この程度の

高さになり、従って、それに合わせて最大津波を「これこれ」に決めたという、「コス

トからの逆算方式」の典型ではないか。また、大津波は防潮堤・防波堤では防ぎきれ

ないことは、東日本大震災後の三陸海岸各地を見れば一目瞭然ではないか。大津波の

危険性が高い外洋に面した地域には、原発・核燃料施設は建設されるべきではない。 

 

５．竜巻 

「九電は、竜巻に対する防護設計のため、国内で過去に発生した最大の竜巻にさらに

余裕を持たせた最大風速１００ｍを設定。竜巻による飛来物となり得るものを固定す

るなどの対策を講じ、施設の安全機能が損なわれないことを確認した。」という。うそ

つけ、である。現場に行けば、たちまち竜巻でやられてしまいそうなものはわんさと

ある。「竜巻による飛来物となり得るものを固定するなどの対策」などと書いてあるが、

“竜巻さん”に「飛ばすものは原発敷地内のものに限ります」という約束でも取り付

けたのか。原発敷地外から、いろんなものが飛んでくるのが竜巻というものだ。 

 

６．火山 

「九電は、敷地から半径１６０ｋｍにある３９火山のうち将来活動する可能性がある

１４火山について、原発の運用期間中に火山爆発指数７（９段階で上から２番目の規

模の噴火）以上の噴火の可能性は十分に小さいと評価した。指数６以下の噴火が起き

ても敷地への影響はない。また、原発運用期間中の活動可能性が十分小さいものの、

過去に影響が敷地に到達したことが否定できないので、姶良カルデラなどについては

地殻変動の観測などのモニタリングを行い、噴火の可能性がある場合は原子炉停止や

核燃料搬出を実施する方針である。」などとしている。審査対象とすべき火山の範囲を

半径１６０ｋｍとした根拠もなければ、上記（「大噴火の可能性は十分に小さい」）の

ように言える科学的実証的な根拠は全くない。原子力規制委員会・規制庁がそうあっ
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てほしいと思っただけのことであって、川内原発を襲うであろう危険極まりない巨大

火山噴火の可能性は決して無視できるほどに小さいとは言い切れない。また他方では、

巨大火山噴火を予知できないことは、大半の火山学者が発言していることである。火

山についての専門家が一人もいない原子力規制委員会・規制庁が、何をいい加減なこ

とを言っているのか。 

 

火山の噴火対応や重大事故対象等において、原子力規制委員会・規制庁は、九電の方

針を確認したとあるだけで、その中身、具体的な内容が全く書かれていないものが多々

ある。こんなバカな審査があるか。方針を確認したというのなら、その中身をきちん

と示し、かつ、それについて、どういう基準で是非を判断するのか、その基準も具体

的に明らかにされなければならないハズである。 

 

川内原発に関する火山リスクの評価が、原発の再稼働審査から切り離されてしまって

いる。九州電力は、モニタリングの結果次第では使用済み核燃料を含むすべての核燃

料を川内原発から搬出して他所へ移動するというが、さて、どのような方法でモニタ

リングをし、どういう基準でその危険性を評価し、そして危険と判断した場合には、

どういう方法で、どこへ核燃料を運んでいくのか、まったく何の具体性もない。もち

ろん搬送用のキャスクの準備もなければ、運送用トラックやその運転要員の準備も全

く手付かず状態である。これらの点について規制庁の人間に聞けば、九電が「そうす

る方針です」と言っているという、ただそれだけでＯＫを出してしまっているようで、

まことにお粗末、軽率、危機感欠如がはなはだしい。（今の日本国内で使用済み核燃料

を受け入れてくれるような地域は存在しない） 

 

また、火山リスクについては、専門家が誰もいない現在の規制委の下では、川内原発

の再稼働審査の結論を出す前に、火山に関する専門家の委員会を組織して、徹底して

そのリスク評価や対策のあり方を検討してもらわなければならないのに、それをせず、

原発を再稼働させてから、その専門家会議を設置しようとしている規制委の態度は全

く理解に苦しむものである。「（再稼働は危なくて）駄目だ」という結論が出そうなの

で、避けているような印象が非常に強い。 

 

火山に関しては、更に、川内原発が火砕流や大量の火山灰に飲み込まれてしまった際

の対応についても明確にしておくべきである。可能性が少しでもある場合には、その

対応・対策を明確化させて、地域住民や有権者・国民に理解・承諾を得る姿勢を示せ。 

 

７．電源喪失対策 

「全交流電源喪失に備えて、重大事故に対処するための電源設備から電力供給される
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までの間（約２５分)、原子炉の安全な停止や冷却、格納容器の健全性確保のための設

備に、電力を１時間以上供給できる蓄電池を備える方針を確認した。」などとしている

ようだが、まず、外部電源を供給する施設の複数化や、耐震構造の強化はどうなって

いるのか。外部電源装置は最高Ｓクラスの重要設備としなければいけないのに、それ

は放置されたままだ。また、おもちゃのような非常用電源装置（電源車など）を並べ

たところで、そんなものは非常時には役に立たないだろう。 

 

８．重大事故の拡大防止 

「炉心損傷防止対策では、二次冷却系からの除熱機能喪失や全交流電源喪失など８つ

の想定について審査。格納容器破損防止対策では、格納容器の温度や圧力の上昇、水

素燃焼など六つの想定について審査した。九電による事象進展解析のためのコードに

よる解析結果は妥当である。対策や復旧作業に必要な要員、燃料についても確認した。

九電が計画している対策は有効であると判断した。」としているが、福島第１原発事故

を踏まえたＥＣＣＳの機能や耐震性の再確認もしていない、川内原発のような加圧水

型原子炉の格納容器は、ただ大きいだけで、水素爆発防止のためのチッソガス注入も

行われず、また、水素爆発防止対策もいい加減だし、そもそも格納容器自体が沸騰水

型のそれに比較して強度が１／２程度しかない（耐圧上限は２気圧強）。また、過酷事

故時の原子炉圧力容器内部を計測する水位計・圧力計・温度計などの基本的な計測器

についての見直しもしていない、蒸気発生器という加圧水型に特有の地震に弱い機器

類への耐震対策もおざなり、スリーマイル島原発事故の教訓も生かされず、などなど、

そもそも原発全体の基本設計を根本的に見直さずに、小手先の、付けたし安全対策（安

上がり対策）をくっつけて、あとは「我田引水型」の「楽観的条件」を前提に「コー

ド解析」などという架空のシナリオゲームのようなことを繰り返していただけのこと

である。現実の原子炉・原発施設は、３．１１福島第１原発事故以前と比べて、ほと

んど何も変わっていない。 

 

重大事故時における対策が「綱渡り」的だ＝言い換えれば、あまりに楽観的過ぎると

言われている。常に厳しい事態を想定して原発事故時の安全性や対策が考慮されるべ

きが、それと真逆のようになっている。おかしい。（過酷事故時の対策手順など） 

 

９．重大事故対処施設 

「九電は緊急時対策所（免震重要一棟内）と、対策所完成までの代替緊急時対策所を

設置する。二施設とも、断層のずれなどが起こらず、重大事故対処機能が損なわれる

恐れがない地盤に設置するとしており、新基準に適合している。長周期の地震も考慮

し、他の施設とは別に基準地震動を設定。施設内に備える設備の種類に応じた耐震設

計で、必要な機能が損なわれないようにするとした。周辺斜面の崩壊の恐れもないと
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しており、新基準に適合している。津波、火災による損傷防止対策として、原子炉建

屋などに準じた適切な設計を示した。」などとされているようだが、「緊急時対策所（免

震重要一棟内）」や「第二制御室」、あるいはフィルター付きベント装置の設置を先送

りして、何を言っているのか（２０１５年に免震重要棟、２０１６年にフィルタ付ベ

ントが、それぞれ完成する計画）。当面の「間に合わせ」で用意される「代替緊急時対

策所」は、狭くて設備が不十分で役に立たず、水道やシャワーもなく、トイレも仮設

で長期使用には耐えられない。こんな状態で過酷事故が起きたらどうするのか。重大

事故時に必要不可欠な施設がないまま、何故に「審査合格」などと言えるのか。2014

年７月 16 日付東京新聞記事の写真（抗議する人が持つプラカードの文言）にもあるよ

うに「お前ら（原子力規制委員会・規制庁）が不合格だ！！」なのだ。そもそも過酷

事故を想定しなければいけないような原発など、稼働させてはいけないし、ドライベ

ントなどは、事故を起こした原発の格納容器を守るために、猛烈な放射能をあたり一

面に撒き散らす行為であり、許されるものではない。そんな危険極まりない発電装置

など必要ない。電気は足りているし、他にも電気を作る方法はいろいろある。 

 

１０．格納容器破損防止 

「原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合でも炉心溶融を防止し、炉心が溶融し

た場合でも格納容器の破損を妨止するため、九電は代替冷却設備として複数の冷却系

統を設けるほか、消防車の配備など自主的な追加対策の方針も示しており、対策がよ

り確実に実施されることを確認した。」などとしているようだが、「九電は代替冷却設

備として複数の冷却系統を設ける」とはよく言ったものである。ただ単に、格納容器

内に「水シャワー」のような装置を付けるだけで、いざ炉心溶融が起きたら、防ぐ手

立てがないままに、溶け落ちるのを待つようなことにしているというではないか。ま

た、消防車など過酷事故時にはほとんど役に立たない。こんなもので炉心溶融を起こ

した核燃料や、大量発生する水素ガス・一酸化炭素ガスの爆発から格納容器を防ぐこ

とはできない。また、欧米の原発では標準装備となっている、溶融核燃料を格納容器

の底で受け止める「コア・キャッチャー」の設置はどうなっているのか。「世界最高水

準」の安全基準なのに、何故「コア・キャッチャー」の設置が義務付けられていない

のか。 

 

規制庁は、「電源車をつないで注水をする段階で炉心溶融は始まっており、炉心に注水

するよりも格納容器に水をためる方がよいという判断だ。炉心への注水は水素の発生

など、逆効果もある」という。しかし、こうした炉心溶融に入ったら、すぐに圧力容

器を放棄して何もせず、あわただしく格納容器の底部に水を張って、そこに溶融した

炉心核燃料が落ちてくるのを待つだけという稚拙な対応は、まずもって自分達が策定

した規制基準に違反していると同時に、これが最も有効な対策であるという科学的技
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術的実証的な証拠がどこにもない。そもそも全電源喪失や炉心溶融開始からわずかな

時間の範囲内で、格納容器底部に十分な冷却水を用意して溜めることができるのかど

うかも怪しいのである（炉心溶融が起きていることの判断の遅れや、水を溜める時間

的余裕が乏しいことなどに加え、地震の揺れで格納容器底部が一部破損した場合など

は、どう見ても困難が伴う）。作業員の判断が大きく事態を左右するような想定になっ

ており、これはそもそもの原発の設計思想（フェイル・セイフやフール・プルーフ）

とも相反している。規制庁は特定の方向に偏った解析コードを使って楽観的なシミュ

レーションをしているだけであり、複数のモデルによる最低限のダブルチェックさえ

していないのだから話にならない。これは炉心溶融事故に対する「お手上げ」状態を

意味し、安全確保の放棄に近い。 

 

１１．水素爆発対策 

「九電は水素爆発による格納容器や原子炉建屋の破損を防止するため、水素濃度を低

減する設備や可搬式の分析装置などを整備する方針を示した。」とされているようだが、

聞くところによれば、加圧水型原子炉の場合、水素爆発防止のため「イグナイター」

（点火プラグ）のようなものを格納容器内に装着し、水素ガスを早い段階で格納容器

内部で燃やしてしまうのだそうである。格納容器が大きいからできるのだ、と豪語し

ているらしいが、しかし、下手をすると、水素大爆発の点火プラグとなって格納容器

を吹き飛ばしてしまう危険性がある（格納容器内部の水素ガス濃度の把握を間違っ

た・失敗した時など）。水素ガス対策がいい加減である。また、もう一つの大爆発＝水

蒸気爆発防止や、コア・コンクリート反応で大量に出てくる一酸化炭素の爆発防止に

ついてはどうなのか。 

 

１２．放射性物質の拡散抑制 

「格納容器の破損などが起きた場合に発電所外への放射性物質拡散を抑制するため、

九電は移動式ポンプ車や放水砲などを整備する方針を示した。」とあるが、壊れてしま

った格納容器にポンプ車や放水砲で水をかけたところで、いったい放射性物質拡散が

押しとどめられるのか。笑止千万だ。放射性物質の環境への拡散が止められないので、

なすすべがなく、仕方がないので、何かをしている格好でもしなければならないと、

かようなことを思いついたということだろう。過酷事故・炉心溶融の後に格納容器破

壊が続けば、その段階で日本は「予定終了」となる。福島第１原発事故は不幸中の幸

いで、その一歩手前のところで偶然止まったにすぎない。 

 

１３．電源設備および電源確保手順 

「電源喪失により重大事故が発生した場合に、炉心溶融や格納容器の破損などを防ぐ

対策に必要な電力を確保するため、九電は電源車や蓄電池などの整備方針を示し、他
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号機からの電源融通など自主的な対策も示した。」という。くりかえすが、外部電源供

給施設を最高Ｓクラスの重要設備に指定せよ（耐震強化その他の対応が必要）。そのう

えで、上記のような非常用電源は、あくまで非常用の「時間稼ぎ」「応急手当」にすぎ

ないと心得るべきである。本格的・継続的な外部電源確保に時間がかかり過ぎれば、

原発は大過酷事故状態に陥ってしまう。 

 

１４．大規模な自然災害やテ口対策 

「大規模な自然災害や大型航空機衝突などのテロで、原子炉施設の大規模損壊が発生

した場合に備え、九電は手順書、体制、資機材を適切に整備する方針を示した。」とい

うが、これらについては審査が非公開で行われたために、その内容が不明である。日

本の場合には、テロよりも、こうした原子力ムラや国の「非公開」「秘密主義」の方が

よっぽど危険である。既に東京電力などは、特定秘密保護法施行を先取りして、福島

第１原発関連情報をはじめ、原発・核燃料施設に関する情報を隠蔽・秘匿し始めてい

る様子がうかがえ、昨今の全国紙各紙は原発・核燃料施設や原子力・放射能・被ばく

関連の記事が激減している。 

 

１５．審査結果 

「九電が提出した川内原発の申請書を審査した結果、新規制基準に適合していると認

められる。」などと、とんでもない結論を導いている。無理が通れば道理が引っ込む。

装備しなければならないもの、改善しなければならないものをたくさん棚上げにして

おいて、何故に「適合」なのか。最初から結論を決めてかかっているとしか言いよう

がない。そもそも「新規制基準への適合」など安全性とは無関係に近いので、１００％

安全かどうかをチェックして結論を出せ。少しでも過酷事故を起こすことがあるとい

うのなら、そんなものは動かしたらだめなのだ。 

 

１６．その他 

フィルター付ベントのフィルターやベント装置の性能に関する規制は適切か。一説に

は、ベント装置やフィルターが小さすぎるとか、水のプールを通すだけではダメだ・

不十分だとか、いろいろと見方があるが、実際のところはどうなのか。 

 

原発の装置を動かす電気コードはすべて不燃性のものに入れ替えられたのか。また、

電気ではなく空気圧で動かす制御系装置や配管の耐震性はチェックしたのか 

 

使用済み核燃料プールの耐震性や非常時対応はどうなっているのか。何故、「乾式貯蔵」

への移行を義務付けないのか（このままでは、仮に原発・核燃料施設が再稼働されな

くても、またもや、福島第１原発４号機の使用済み核燃料プールと同じ状態に陥るも
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のが出てきてしまう） 

 

原発の汚染水対策はどうなっているのか。福島第１原発で今起きているようなことの

再現がないよう手当はできているのか（川内原発でも毎日３００トンの地下水がくみ

上げられて海に捨てられている。事故前の福島第１原発でも毎日数百トンの地下水が

くみ上げられて海に捨てられていた）。新規制基準では、放射性物質の拡散抑制を義務

付けているのに、汚染水対策の手抜きに見られるように、それに対する設備上の準備

や対策は皆無と言っていいほど何もなされていないではないか。 

 

過酷事故時において原子炉の状態を観察し、把握するための計器類（圧力計、水位計、

温度計など）についての抜本的な見直しがなされておらず、従ってまた、それらの規

制基準が存在しない（あるいは厳格化されていない）。そのため、過酷事故時の対応に

重大な支障をきたす可能性がある。これは福島第 1 原発事故時における教訓であると

ともに、1979 年のスリーマイル島原発事故時の教訓でもあるはずだ。 

 

また、これに関連して、原発敷地内外における放射能の測定・空間線量把握のための

計測機の設置や、原発施設自体・原子炉自身の地震による揺れを観測する震度計など

についてはどうなっているのか。地震で停電したら、計測器が電源切れで停止してし

まいました、なんて、まったくバカバカしい事態に陥ったり、津波が来たら、ただち

に海水をかぶってしまうような場所に、何の手当てもされずに設置されていたりして

いるのではないのか。また、柏崎刈羽原発事故に見られたような、震度記録計の紙が

おかしくなって、記録が上書きに次ぐ上書きがされてしまって見えなくなるなどと言

った、これまたバカバカしい結果にならないよう、こうした各種の観測計器類の設置

は適切に行われているのか。特に放射能の測定・空間線量把握のための計測機類の設

置は、住民の避難を決める重大な役割をもった基礎データ把握のための計器類であり、

設置の適切性に加えて、その数が十分に確保されていなければならないはずである（放

射性物質が拡散していく範囲は広く、広域での設置となるため、数千～数万台の計測

機類設置が必要）。また、それをタイムリーに観測して、適切・確実に意思決定を行う

対策本部に伝え、あるいは事故の影響を深刻なまでに受けてしまう地域住民に周知徹

底する態勢はできているのだろうか。 

 

福島第 1 原発事故の際、原発施設すべてについて、その制御系の機器類の耐震性や過

酷事故時の機能性については、どのようにチェックされているのだろうか。伝えられ

ているところによれば、福島第１原発事故の際には、空気圧によって動く制御系の配

管が地震の揺れで一部破損し、空気圧が上がらなくなって機器類を動かせなくなった

とか、逃し安全弁がきちんと機能しなかった可能性が高い（特に 1 号機）など、大き
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な不安要素が放置されたままである。新規制基準で、何故、明確に厳格化した規制を

かけないのか 

 

（結論） 

何故に、ここまでして、原発などを稼働させなければいけないのか、全く理解できな

い。高リスク、高コスト、低いエネルギー効率、不安定で融通がきかない、使用済み

核燃料と核のゴミの大量発生＝未来世代への負担、マネジメント能力の欠如や欠陥、

手抜き規制と管理を感じさせる現状、十分に足りている電力、将来性の欠如（滅びゆ

く不効率巨大発電システム）、見え隠れしている利権システム、避けられない大量の被

ばく労働などなど、どう考えても原発など、やるべきではないのではないか。 

以 上 

 


